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インドのストライキ権 (II)
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ことである（注50)。後の意味は前述の坐込みと同じ

である。

1967年西ベンガル州を中心にして行なわれたケ

フオに関する記述の中でゴイル教授は次のように

定義している（注51)。 「ゲラオは簡潔にいえば労働

行の闘争手段であり，それによって経営者や，経

社に関する決定権限を有する管珂職員が，労働者

達の要求を受けいれるまで，あるいは労働協約が

締結，取り消されるまで，工場，事務所または住

店に監禁されることである。その監禁は，その事

VII 桔 9 9. 

'"' 
（以I:, 仁号）

5．ゲラオ

ゲラオの語源はサン;1,ケIJ、／卜謡'、1レンャ語

にあるい~48〗悶her, gher(）、 ghernaとし、うぺ！レシ

ャ語は「包囲することかこむ，障競をつくるこ

と」という意味を持っている。サンスクリ、ソト語

の gher(gh≪ryativitam)も同様な意味をも＇，てい

る。ゲラオはピンディー語の GheraDa]oCIHり）から

つくられており，現在二通りの意味をもっている。

まず第—寸よ，サ込み，］国を意味し，亨務所，商

店，工場，仕屈から出人：）することを妨害するた

めに行なわれる全部又は一部の封鎖をいう。もう

一つの意味は封鎖している場所を現実に占拠する

務所や住居を取り ll廿み，監禁されている者が外出

するのを妨害している多数の労働者によって行な

われる。ゲラオは作業停止を伴う場合が多い。ゲ

ラオの期間は，個々により異なるが，数時間から

数日にわたる。J

またカルカッタ高等裁判所が JayEngineering 

'v¥'orks Ltd. v. State of West Bengalの判決の

中でも同様な定義を下している。 「ゲラオけ包囲

や強制的占拠による目様の肉体的監禁。その目標

は一定の場所であったり，人物であったりする。

通常1ま経営者や工場，事務所の管理職員である。1

以上の定義から明らかなように，ゲラオは多数

の労働者が，使用者を一定の場所に監禁し，労働

者の要求を聞きいれるまで，その監禁を継続する

ことを意味している注52)。そして通常その一定の

場所の労働者による占拠を伴っている。ゲラオに

は暴力行為が伴い，非常に緊張した雰囲気の中で
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げなわれる。このゲラオは藤田芦雄教授のいう

「人民裁判的団体交渉，大衆団交」（注53)に相当す

。
＇） 
ょ
t
~

ゲラオという言葉が用いられたのは， 1956年2

月7H西，ミンガル9)li政府か出した回状 (circularハ

1959年全インド労働組合会議 (AllIndia Trade 

(Inion Congress)か行な→た石炭光業の％使関係に

「関する調査報告害がはじまりとされている(i-t54)。

も盛ん：こゲラす，刃甘ヽ られたのぱ， 1%7年イン

i~•第4回誇選挙によって左被統一戦線内閣 (United

Frost)か西ベンガルHIに成立してからである。し

いしゲラオという現象I出本はそれ以前からすでに

存在していた（注55)。たとえばカルカッタでは10年

以上前から， 8，9月0)ホーナス (Puja恥 nus)関

争のときに用いられていた。またケララ小1iでは，

国 7年共産党州政府が成立したときに， ゲラオか

急増している直56)。

)fラオは主とこご労使関係の場面に応らわれて

＼ヽるが，それにかぎられるわけではない，ー特定地

域住民か女い米や食料品を要求して役所におしか

けたり，大学における授業料値＿卜：・f反対闘争，頂

学処分反対闘争の際にゲラオが用いられている

(：;．57) 

゜
1967年西ベンガルナト1で行なわれたゲラオの実態

ど九ると， 1967年：｝月から 8月主で，ケフすが53け

冑業所において1018件行なわれた位58)。カルカ、‘J

}1, 24バルガナズ，ブ］、ワン，小ラし一， フーク')

ーといった工業都市を中心に行なわれた。ゲラオ

発生原因として江11されるのは， 人員繁判およひ

一時解雇 (110件），停職，解雇，~懲戒処分 (133件），

貨上げ(139件），ホーナり生産手当 (104件），貨釦

遅配 (46件〕である。これは貨金と人専問題が紛

争の種になっていることを示している。

次に具体的にゲラオが発生した匁例をみてみょ

う。 Davidsonof India会社の経営者が経営不振

を理由に鋳物工場閉鎖を決定した。不要になった

9(）名の労働者をめぐって経営者と承認組合(recog-

nizecl union)が話合い，任意退職のための条件が

とり決められた。鋳物工場の全労働者かそれに申

し込んだが，条件に従った賃金支払いをうけられ

なかった。そこで職工長を取り囲み，任意退職叶

画の取下げ文書にサインをすることを強制した。

経営者ぱその文占が強阻l)下になされたものであ

り，法的拘束力の生じないことを宣言した。この

紛争のあっせんが何度も失敗し，ついに経営者は

鉗物工場の全労働者に解雇予告を行九った。：：れ

に対し，労働者は坐込みで対抗した。労働大臣に

よるあ，；せんが失敗した後，経営者は工場を閉鎖

した。ただちに労働者はデモを行ない，事務所を

a囲した。再度の労働大臣の介入により，経枯者

は工場を再開したが，労働者の職場占拠がつづい

r-（注59)
‘‘- 0 

このようにゲラオは坐込み，職場占拠とともに

行なわれている。そこて，使用者はゲラオに対し

こ企業閉鎖 (il:60)で対抗したり，またゲラオは暴

力的色彩をおびてくるのが常であるために，ケラ

オに警察が介人したり，使用者が裁判所や警察に

救済を求める場合が多い。その代表的事例が Jay

Engineering vVorks会t土（注61)のゲラオである。

1967年 1月2713午後 1時頃90名ほどの組合員が会

i生の建物を封鉛し，商品の搬出人を完全に妨害し

た。建物内にいる従業員のための食物運搬係の出

人さえ妨苫された。この封鎖は警察の介入によっ

て解かれた。その後3月には200名余の労働者が経

，西者をゲラオしに。このゲラオは33時間続き，労鋤

行は会社建物に損傷を抒え，経営者を大声で罵倒

し，最低限度の食料を与えたにすぎなかった。この

時も警察の介入によって経営者はゲラオを解かれ
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た、， l）」 17日には150余名の労働者が経窪者や管即

職員を、サ弓ナしたこの時警察は何もしなか,..9た

ノし［こて行岱者：よ1「lj訴法 10(）条にtり， 月Iレカ、‘l li 

った。 さらに第 3次5カ年汁圃における農業政策

の失敗から食料飢饉がおこった。

敗敗を圧追L,

それが国や朴II])

インフレが昂進し， 生活費か上昇

v) Chid l're~iclency l¥fagistrakに？露噴が監杜

された胄を救助ずるよりに命令を 1tする、—と 1',·}、

めたり での命令か出されて，

は;fl]訴法 1(）0条に;:i)、

一ー

q
、Jr"-

•
一

,~ /
 

その刊示に上れば，

侵害や人，

ケラオか解かかた。

さらに 5月29日にも同様な事件がおこり，経伐者

警察か屈仕ざれた者を救

助すへく命令を発することを求めた。

立（；条に上り力，レ！］、，夕麻等裁判所に移送された

「もしゲラオが不法抑

制 (wr(―lllgfulrcヽtraint}，不法監慧 (wrongfulconh1ぃ

叫•nt) を伴ったり，もるいは製行 (,lヽヽault)や不社、

財産に損傷を仔えたり、

し＇「）犯甲をお力、して li‘ る場合：アーは，

法に反し illnennヽtitutinnc1I)違法でおる。

）7-ラ、［が不法抑制や監怯を伴'`‘`

これが慮砂

その他刑法J

そ0)ゲラオは姑

そ，iしか労働組合

員によ，．）て便用者に 1'1己の要求を五とめさせる手

段として用いられるとしても，労働組合法l7粂に

：る刑市上刀免責の効果はおよはなし ‘o

さらに

したが

てケ予オを行なう労働者は刑法339条（不法抑制），

310条（不法監仕）の罪をおかしているへ主たゲラオ

こ警察か介入することを抑制ずる政府い阿状（桜

遮参！井いは無効でもると宣言した。］［せなら労飯

大臣は広律1ご警察に指示をりえる権限を有してい

なし、＇，犯罪がおこり， t t--i よ j•3 ―ーえ'2 」ぅンえし力‘)J" z、

場合には瞥究，冶安判事か刑訴法，

地域でtらり，

れ，

腎察払により

行動するりであ）て，行政によ，',ご仏律上の手続

に変更を加えることはてきな＼、、からであるり

次：ーー｛ン ì  C'）中で酉 Jミンザ！し、l11しこゲラオが多く

発生してし、る連由を苔えてみよう。ベンガル地方

はイギリーベ柏民地政第によりもっとも搾取された

独立時には東西のベンガルに分割さ

その経済的混乱はインドの他の州よりひどか

した。西ベンガル‘,}liの製造業は特に大きな影幣を

うけて，

をえない状況においこまれた。つまりゲラオが急

増した背景には，飢餓的な経済状況が存在してい

たのである。

それと同時に，政治的背鼠として国民会議派の

冷力がサりまっていたことも若應に入れられねはな

らない。第 4回総選挙では， 20年にわたる囚民会

，義脈政権に対する反発から新しく統一戦線内閣が

生主れた。

た tーこの内閣がゲラオに対する政策を打ちたした。

1%7年 3月14Hの閣議で次のような決定がなされ

／こc

その生産低下から人員整理を行なわざる

その中で左脈共産党が指尊権をにぎ-)

「内閣は労働者による工場で (1)ゲラオによっ

ご，経腐者や他の職員の監袂が生じている事態を

拷咆して次のような指示を行なう。

こればたたちに労働大臣に報告し，監禁された

行の救助の決定を行なう前に労働大臣の指示をう

: t tiけえしばならなし‘」J ごれにもとづき 3月27日

I)istrict Officerと Commissionerof Police, Cal-

cuttaあての回状を発した。

を廃梨した0

に慎屯な態度を示している。

照らして，

その事態がわ

この回状によって国

民会議派内閣か 1957年 2 月 7 日に出した回状(il•63)

さらに， 1967年 3月27日のl口］状およ

＼＿)Z(j月8nのI札l議決定は労働争議への瞥察の介入
「瞥察は正当な労働

運釉に介人すべきではなく，その運動に関連して、

不法な活動の申立があるときは，腎察はまず法に

その申立が根拠のあるものかどうか注

屈深く検討すべきである」旨の決定直64)をして

この決定からわかるように，今まで贄察は

使用者側の味方をして労働争議に介入し，労働者

し‘る。

U)戦闘力を弱めてきたという認識にもとづいて，
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労使対等の立湯で労働争設解決をはいろうとし1こ

ものと思われる。

使用者側に政府のこの政策か砂心秩序を無視

するものであるという非難を行なった。 5月10日

二:ーデリー汀開催された常設労働委員会(Stand-

ing Labourしommittee)では， 「ケラオ（不法拘束）

を含む脅迫的かつ威圧的な手段を労働争議解決の

ため：こ用いZ)、こビに反対する」決滋かなされた。

この決議がなされた背後には，ゲラオが産業平和，

健全な労使憫係を破壊し、生産能字を低下させ，

社会秩序と法を乱すものであるという考え方が

ぁー）だものと思われる C =の決議に対して仝イ：

ド労働舟且合会議 AITし（ は反対した。ゲラオを

行なう組合には AITUC系の組合が多かったから

である。 AITlJ(` の主弘は「ゲラオは資本家に対

する労働者の正当な武器である。ゲラオがおこる

のは中央政府および使用者間がおか！ている経済

上¢)犯罪の結果である。 1]実西べ；＇］ Jレ州に非国

民会議系の諸党が政権を獲得して 1週間のうちに

4万5(）00人に及ぶ大量の人員整理を行ない，さう

に一時解雇，企業閉鎖を行なっている。これはま

さ：こ，洩占企業てある大企業が，労鋤者を'-て fI 

らの利益を守るにめに凶わざるをえ八い状祝に詞

いやっているのである」とのべている。

以しのように，ゲラオは，西ベンガル州の統一岐

線内閣が打ちだした政策によって助長されたが，

根本的には，飢餓的状況においこ主れた労働者が，

自らの生活確保のために行なわざるをえなかった

ものであろう。労使交渉のルールが十分に確立し

ていないイント｀：こおいて，ゲラオは労働者か白ら

の要求を使用者に伝える手段なのである。

日本におしても大衆団交応行なわれた。第こ次

大戦後から昭和24年ごろまでは大企業で，昭和29

年から36年ごろまでは中小企業で、昭和43, 44年

ころは大学で頻発した。藤田若雄教授の分析によ

れば，終戦後の大衆団交で象徴される運動は工場

ヅビエト運動であり，終戦時の混乱期において資

本主義の順当な運行の中で機能すべき労働組合の

活動の余地はなか-:,たところでおこった直65)。エ

場ソビエトは， 「農村共同体やギルドと同質の自

治組織であり，それが工場においても存在し，社

会的危機の時に，反乱の組織原理」（注66)となる。

その組織は工場全労働者が加わる丸抱え組織であ

る，この丸抱え組織が「飢餓，窮迫一人間生存の

極限状況」において最も戦闘性を発揮し，そのあ

らわれの一つが大衆団交である。

インド(/)ゲラオは，工場・事業場単位に行なわ

れており，その背景には飢餓状況が存在している

ことを考えれば， 日本の大衆団交との類似性がみ

られるといっていいのではないだろうか。

(/148) Wilson, I-I. H., A glossary of judicial 

(ind rei'ヽ'nueterms, Delhi, Munshiram Manoharlal, 

1968, p.177. 

（注49) Dhyani, S. N., Trade Unions and the 

Right to Strike, Delhi, S. Chand & Co., 1972, p. 

322. 

（注50) Srivastava, K. D., The Industrial Dis-

j>utes Act, 4 th. ed., Lucknow, Eastern Book 

Company, 1970, pp. 691ー692.

（注51) Goil, R. M., "Gherao,--Their lrnplica-

tions," A. I. C. C. Economic Re.:1iew, vol. 19, No. 

,l (Aug. 1%7), p.'.-l5. 

（注52) ｛し見 忠「アシア・ 'il；人平洋諸匡い労働払

ピ泊使関係」ローエイシア，マニラ大会報告書 昭和

11年5Jj 25ペーシ。

坂本鉛松『現代f/ ；、の政祐と i［会』法政人学出）収

会 昭和44年 302ページによれば，西ベンガル州で行

iわれtsI• ，・オは， 1967年 3 月 1閃ベンガル川北部て行

9・われt--］・クサル／、 I9副争という農民運飢ど 1梵1連をオJ

している。ナクサルバル闘争は，大地主から土地を奪

し、，田の稲左刈りとり， 「人民法廷」を設けて非道な
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大地主や栽固主の物資隠匿，その他の犯罪を摘発し，

裁判どげ'1iを加えハ，

（止53) 膝田右雄「大衆1』交ダ），森義」（『東Jド）ぐ＇芹祈

掛l』768,J: l附札43;112月9I'._:）。

(1154) Aggarwal, A. P., Gheraos and Industrz'.-

al Relations, Bombay, N. M. Tripathi, 1968, p. 4. 

(i、155) Ram'1nujam, G., From the Rahul T加

Story of Indian Labour, Bombay, Jaico Publishing 

Hou,e. 1968, p. 215; Loomba, Satish, "Gberaos and 

the Bo、St's,"1'vfa£nstream, 20 May, 1967. p. 19. 

儘 56) Harbans, Lal, "Labour Unrest and Tech-

niquぃ ofGherao in India," Asian'J'radeunio11-

ist, vol. 5, No. 2, Apr. 1967, p. 117. 

ゲラオは職湯占拠，エ湯からの1l'ii,'11'け投出に対する i}、
)J 廿）訊，＇，経•！・’,片）監禁ご ）形でt19))れた。

力的色彩をおびた：（ふ議に対処するために設けら Ht:

Chatterjee &;員会は「緑）］やゲラオiこよる手段は民I

的労州，fIl 令主義•\＇ {lt;: な労使 1 月 1玉を弱化｀、セるも v‘

あるJ•一 v ヽう；舷見を発表し，-し、く）。

A. P 
Bihar 
Haryana 
Kerala 
M. p 

Madras 
Maharash1ca 
Mysore 
Punjab 
Orissa 

労働停止にいたったゲラオの数

| 1967り、 9-—--

! 4 
5 

2 
32 

I z 
1 
I 

Ra担than
Tamil Nadu 
u. p 
West Bengal 
Total 

3

2
ー
り

13 
16 
82 

2
1
8
4
7
8
4
 

26 

（出所） Indian lAhour Journal, vol. JO, No. I, p. 62,oヽl.12, 
No I, p. 7<i, ml 12, No 12, p. 1944. 

(;157) Aggarwal, op. cit, Appen小xH;Nitisc:h 

R Dc Sure.~h Srivastava, "Cherao jn WeゞtBengal 

-·-•A Study in Industrial Conflict," Economic and 

Political lVee!，ly. 18 No＼でmber, 1967, p. 2017, 

Table l 

（注58)
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（注59) Karnik, V. B., "United Front Ministry 

and Trade Unions in West Bengal: A Case Study 

of Communists Suboersion II,".1lsian Tradeunion-

ist, vol. 6, No. 1, 1968, pp. 27, 28. 

（注60) Kalinga Tubes Limited v. Their Work-

men, 34 F. J. R. 393.,；ー；オによ．，＼．管理I怜，いを建

物l,I、」にとじこめ，出入リを禁止し，兵物を与えない場

合には，使用者は管測！職員の安全がおびやかされる樹

，いかぎっ・．，企業1切泊を決定すZこ・1がでぎる，［さ

机・こしヽ る。 e＇ノ他に労罰れが船団ご安求を使 Jil名にみ

とめさせる大衆[J]交の際になされた総力行為を理由と

＇ズ解麻か，人ーめられた 'JI件 (MeenglassTea Eヽtate

v. Their ・workmen, 2`う］ら．［!,.150. Hutti Gold 

Mines Co. v. Their Workmen, Gazette of India, 

luly 22, 19til, pt. 2, ~ :l (ii), p. 1658. National To-

hacco Co.,・. Fourth Industrial Tribunal, 18 F..T. 

R. 1570)，大衆団交で監粁者の自究をとり囲み，出人

1）六妨害すブ行為を ff/'由Jする舟『附（RohtasIndus-

trieヽ Ltd.v. Their Workmen, lfi F. J. R. 397),労慟

加）集団が工場財産に損寅を与えたことを理由とする

解府 (EquitableCoal Co. v. Algu Singh, A. I. R. 

I'158 S. C. 7G I. Dalmia Cement Ltd. v. Regional 

Labour Commissioner, 18 F. J. R. 4090)がある。

（出61) Gobinde Lall Banerjee, Gherao, Calcutta, 

Firma K L. Mukhopadhyay, 1969, p. 520. 

（江62) Dhyani, S. N., op. cit., p. 335. 

儘 63) この回状の中で，職場占拠，ヶラオや労慟者

か11分らの文よを使用れ：こ;jとめざせるため1こf」りう

ヶ狽1』的手段に八、てのぼ民去議派l1、]「gド）考え方と小し
ズ~いる。それによれば，（1）労働者は，合法かつ平和的

':: 7, I、ライ： i t]なうーーができるか，不法illん1,:：, 4ヽ

it,i:,禁，不込且害という叫法上の犯罪に該当1：：ゞ強制

44 
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的F段1こうったえる権利を持っていない。 (2)管察は刑

—¥J• T，犯罪！：つい 9 の情寮とえたとぎ，）．たこらに，一

れを俺認し， もし使用者の婆清があれば視湯にわもむ

くへ：~であ~う，そ！て竹咋の介人パ必ヽいとそ～）い使出

者と相淡しなければならない。使用者の要諮があれば

疇寮：9,（イ）不去な＇［会でも 21ばぢ＇‘， ll者［角名散べ社，

犯罪をおかしたも；T)を逮捕する憶の必要な行為をしな

げ~l ;,;:なら;,:¥、。 3 デモが` ド和！9,；で呼祭＇）介 I＼が不

なとキは，将＂寮 ii二，）場んひぎあげる-9し，がfl』 J)、1; 

ぞれがあろとぎは，適沼 fふ場所（びかん， デし力切;I』、

な卜「相をわ 9，さ＿［ ＜，→とき＇ iただt]！ご使1月名＇と炉触を t':

てるようにしなければならなし ‘o

じJI のよ〗ご窄序が労恨i'，化議て介人 i る際｛→竺屈，ず

ベぎ事項をこまかく定めている。

(l 64) -ララ＇， ビ，ール，！I,U・P州ピメ、付も，

と秩序がおひやかされなしヽかぎり， 臀察は労慟者の利

益！＇ー反して， 労働屯袖に介人 1,9，←、ヽ政‘月を表1’'j,f.9 

Loomba, op, cit., p. 19. 

(1 65） 片田右虹『労炉祖合沌蘭 J) ，凡 ’'ii』！ Ii譴や，：•

朴 昭和43年 41ぺ．―-ジ以下。

(1 66) I!¥,田布＇』「虻，〔 l,間の叶1,iih-. Jビ に'

いて」（『労働問題研究 4サ』昭和46年2月） 37ペーシ

以下。

v1 ストうイギ：こ｛半ヽ，て生ずる去往問題

l． ストライキと雇用契約

インドでは192(）年代t で，哩用籾約に〗空反する

労働の停止には刑事罰が科せられていたほ l)。個

々の労働者(7)労務牧棄に対して，国家権力：こよう

凰］圧がりDえられて、、た。-―の，点ぱイドリス(-')主従

法と同様であったぼ 2)。インドでの立法の噸例を

あげれば， 労働者契約違反法 (Workrnens'Breach

of Contract Act, 1859)，インド刑法490条， 492条，

ベンガル原住民労働者移送法(Transportof Native 

Labourer、Actof Bengal, 1863, 1865, 1870, H¥73), [付

閥移民法 (IぃlandEmigration r¥cl, 18立，ア、1サ］＼

労働移民法 (AssamLabour and Emigration,'¥ct, 

1901)，マドラスプランター労働法 (MadrasPlanterぶ

[.abour Acl、1903)、等が主る。これらの立注はア，

サムを中心とするプランテーションで働くクーリ

ーを対象として，強制労働を科したものといえ上

う。ごれらの中で最も代表的な労働者契約違反怯

では，フ゜ランテーションからの逃亡者一ーそれは

初期の労働者の梢極的抵抗形態である一ーを契約

違反として処罰し，治安判事は逃亡者を犯罪者と

してとりあっかい，逮捕後使用者へ前借金を支払

わせるか，あるしは濯用契約期間中強制的に労働

させるが，あるしは 3カ月をこえない禁固を科す

ことができた。この法律が廃止されたのは1925年

である。それといれかわりに1926年労働糾合法か

制定されたわけである。労働組合法成立後がら独

立前後まで，ストライキと雇用契約の関係はイギ

リスのコモンローの原則にたっていた。というよ

りインドでは1950年ごろまではストライキと雇用

契約との関係が重要な問題とされていなかったた

めに，ただイギリスの法理をそのまま採用してい

たにすぎなかったといった方がよい。イギ｀リスリ）

法理では雇用契約上労働者が使用者に対して一定

の期間をおいて予告をしないで労務提供を中止す

4しば匝用契約違反になった。予告義務違反が債務

不履行となり雇用契約を終了させる効果を生じ

た。予告義務を重視したのは契約の継続性に対す

る喝市者の期待を保護するためであり，抜打ちス

トを防止するためであったと思われる。しかしイ

ンドで実際に抜打ちストを防止することができた

がどうかは疑問である。

インドでは1947年労働争議法制定以来ストライ

キと躍用契約に関するイギリスの理論を採用しな

くな）てきに。ストライキの合法・違法に閏係な

く，ストライキは労使関係を自動的に終了させる

ものではなく，濯用契約は継続しており，労務提

供が一時停止しているにすぎt［いという拷え方に

1こっている国 3)。こたがってストライキ終了後

45 
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人 1ヽ ）イ・・『参加労働者ば，再就労することかてぎ

ふJ こ、＇)f:; 、こ方は•般に停止説とよばれてし｀｀る。

も ども労働争汲よ22条に上って，公益市業刀掏

合にはぺ 1、ライヤ f告を必要とされてし、る， ＇9 |、

ラ f\—予化を行匁いなし、場合には処旧されるか，

＇:~りと 1匡用均約と(])関連性は切断されてし、 43,．

ー役的［ここ（万停止説によれは、 ス＇・ライヤ間始

どどもに，労働者は労務提供義務はなくなる c ご

八1こ対して使用者：よ賃金支払義務をまぬかれる。

どごろかイ：， 1、い場合1こは使用者(!)賃金支払義務

凶，fこくなら、｝ょ？、ー、へ これにづし、ては後述するストラ

イヤ中の貨金を参照して1［しし、9

{>I、て停止説が意味をも・つズいるり）は大塁久

菜に f：やしインド、7)労働事情を背蚊にしてし、ると

息いれる 一良離職ずると，労働市場（ハ狡さから

内就職が困難であい、安定した職茫にづくこどか

むすかしし、［ したlJ.-9て一度就職［て得た安定し

だ池位を（りかした＇、ナ［いとする傾向か強し、 r ご/)

停止況が現代の社会正俣いocialju,I i,・e)にかな ’J

たものであるとずろ見解l'14)1［以 l・.り）労働事恰

を考慮したも，r)ど息j)オしる。

t［お日本におし、C1_)、-（乃停止説が採用されてし、

ふ。 H本ては，予告義務をそれほど間題にせず，終

坪雇用閃係からストライヤ後は判吠再就労でぎる

ど十る傾向がり釦ヽだめであるとされてし、るげ‘5

2 民了免玉

民事免真（ー！）視定ば1926年労働紐合払18条になさ

れている。インドで近代的労働組合として駿初に

削改されたのが1918年のマドラス労働組合であ

，；：） そc'り後J)労鋤組合し＇）成 Kは遅々どしてすすん

てし、兄し、.- ll)互～公8年の登録労働紐合数は29，全

祖合員放は 1(）万人あ主りであ，）た'i6 ̀ ’。したが.'

・::主三う］仙Jh'仕介‘ご (I)も（，＇9)か卜分に発庄してし、なし、

叶期｛こ労働祖介法が制定され／こと 1， ンヽ?-J::う。

46 

労働糾合法制定のきっかけをつくったのい

Buckingham and Carnatic Mills Ltd. v. 13. P, 

¥Vaclia and othersに対するマドラス高笠裁判jili

(1)半lj決である ItJ'7)。事件の内容は次IJ)とおりであ

る。 192(）年10月労働仲介入 (joblier)の昇進要求を

食社側か無視したために争議かおぎfこその結果

5(）人の労働者が解雇された。この会社{lIllの処分に

抗議して，労働者が織エ主任 (weaYingmaster)を

彼の部屋に監怯Lfこ経常者は直もに r2ソクアカ

！、を宜冒しに。でドラス労働組合は毎日集会を1非I

ぎ， 1＇-9ー、ィアを委旦長とする I:l、99 、クアウト（対第）

委員会をつくった。会社はワディアと口、、＇，クアウ

＇、（対策）委員会の委員を相手として，労働者に

干渉して、面用籾約違反を誘致L，会社に損害を

りえたごとを理由に，糾合指導者が営業妨内を行

九うことを梵止める命令と， 7万500()ルピーの損

古賠倍を請求した。マドラス裔笠裁判所はイヤ 1)

ズのコモンローIJ汁原則によって｀労働組合は取引

制限を行なう違法な共謀を行なっているとして差

止命令をみとめた。損布賠俯については呵ロディ

「や他の祖合指導者がマドラス労働組合との関係

を断つことを条件として和解が成立した。

この事件はインドの労働組合迎動家だけでな

く＂イギリスの労働運動指導者をおどろかせた

(t'8‘•, さっそくインドで組合活動を合法化しよう

とする痙動がおこされた(it9)。イキリスでもこれ

に呼応して，共産党議員であった S.Saklatvala 

がインドポ務大臣に立法の必要性を説いた。イン

ド政府はlll21年 3月までに組合活動合法化の立怯

を行九うことを約束した。 N.M. Joshiは目ら労

働組合法私案をノい）くり，インド中央立法会蔽にお

し、こ 「労働組合の登録，労働組合員や役員の並

パな組合活動に対する民刑事免責か i＼の保護のた

めの立法」を勧告する決議案を提出した C イント
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給督も労働組合登録に必要な如土を制定する＝と

を勧告し，上の決議案が採択された。インド政府

ぱ立法のための凋査を行ない， 1924年9月草案を

発表した（注10)。労働組合法制定が時期尚早である

ビか，立法の必喫性はみとめても，イヤ｀リス植民

地支配確保のために厳格な制限を加えようとする

九どの反対論(/Eいがあったが， 1925年 1月2H法

案が中央立法会議に提出され， 1926年5月に成立

した（注12うこの労働組合法は現行法として今t［お

効力を有している。

る

労働組合法18条には次のように規定されてい

(1) 「登録労働組合またはその役員または組合

員は，労働糾合の組合員が当事者て、｛＂る労働争

議を企画しまたは遂行するにあたってなした行

為にグ）いて，ぞの行吟カミ雇用契約の違反と肛け

また商業取引もしくは他の者の雇用に千渉し，

また嚢本もしくは労働を自由に処分する権利に

干渉するという理由で訴訟を提起されることは

ない。」

12) ~登録労働組合ば労慟粗合の代理人が労

働争議を企画しまたは遂行するにあたってなし

た不法行為に関して、その者が労働祖合の執行

部に無断でしたこと，または執行部の与えた明

確な指ボに反してなしたことを証明する場合に

ば民事裁判所における訴訟その他の訴訟手続

：こお l＂、て責任をおわない。」

上の規定から，インドのストライキに対する民

直免責(')特色として次（ハことがいえる。

(1) インドでは民事免責がみとめられるのは登

緑労働糾合でもる。イ均 '.1スては登録，非登録：こ

かかわらず民事免責をうけられる。 1928年のイン

ト中央立法会議では，すべての労働組合に民事免

責を与える改叩約が出されたが否決された。登録

組合と非登録組合（ごれにはコモンロー上の責任をお

う）で大きな差別をもうけたのは，「分割して統

冶する」 (divideand rule)イギリス柏民地政策の

あらわれであると考えられる。独立以後もそのま

主労働組合法をうけついだのは，登録制度によっ

て政府が労働組合に介入・千渉する余地を残すた

めではなかったがと恩われる。

(2) 労働組合法18条(2)は， 1906年イギリス議会

に提出された政府の労働争議法案4条（注13)から大

きな影響をうけている。両者の基本的立場は同じ

である。イギリスでは，政府の労働争議法案4条

：ま否決され，ごれに対抗して出された労働党の法

案が労働争議法4条にとり入れられた。この両法

案の違いは次の点にある。 「政府案の基本的意

國はこの団体（労働組合のこと）責任肯定の立場に

立ち,-）'）その責任を適切に制限することにある」

(il]4)つまり「労働組合に対する代理法理の適用を

,；lilj限し，当該行為が糾合の執行機関の授権のFに

なされたことが明らかでない限りは組合基金に対

し救済を求めることができない」（注15)。

これに対し労働党法案は「違法行為者たる個人

い責任を強調し，責任を負うべきは個人だけであ

り組合は理論上責任たりえない」（江16)という基本

的立場にたち組合の責任の完全な免除をみとめる

ものである。9)まりイギリスでは「争議行為の法的

貨任ば…·団体でなく個々の労働者・・・贔••が負う」

在 17)という立場を貰いたのに対し，インドでは組

合の責任をみとめる余地を残している。

このことを理解するためには，インドがイギリ

ス植民地であったことを思いださなければならな

い。民事免責規定はインドの労働運動家の慈図を

満足させる一方で，植民地政策を考慮した結果生

't-、れに咋物ではないかと考える。この当時ガンデ

・(ーが独立運動の中心的指導者として進出し，独
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汀＿應飩，い砂慟打， 二民を含む大衆班邸に批大し')

）々） ｝た、＇ （ント政府、 イント｛こおけるイギ｝1，9 

！いは本家は労働者が祖合をつくり咆動をお_--_す-

とを好＿t此，＇）、＿、 I': どー、：こ｛ ／ード政府は組合）璽動

ビJjさえるこ l'.：こ上，て1エIv:)平和と沿安を維持l_

他如痙位に附とめを打どうとしたii18` し，しかして．

'-―） け^て乍l合后動合去化をめざ十労働刑動家りー）芳

Kがあ，）、その両者 9,＇）折衷として巧妙な立法が 1

9上れたと内えられる なぜなら労偽糾合法18条(21

:t, 祖令の貞1-「：を庄意深く限定し，｀代理法理を涵

廿しつ'), 「iとワ］がJI t; >L；去｝支札：：こJ::り， 企II合，

直合員 (l)ii任をみとめ--‘<‘るからである

131 堡緑，非芍緑祖合にかかj）らす，組合員か

目r屑泥用堕約に遵反する行;'I:,,は保諜されていパ

＇く、 二れは労働組合法2条が「使用者と使用者「

「化用欠れる行との間における用国］に関十る協定｝

は何ら影野を及ぼドなし、 I と滉定~ 9 9--r:(‘ ること力し

、)11)jらかておる したが•)て労働組合法 (i') 立氾て

it 労渦者はf宵筏務を/うくし f-f妥， スにライ心

をfiだわだければ図らだ＇、、 し，／、いしこの衿え方は

視{I:`1＇，，ドでは採用ざオ 1-―て＼＇、な：｛‘-ーとは 1)り述し t~

r．トラ（キ',:Iげ！甘叩＇］刀項参附）。

,4： 労働糾合法18危11)は、 （ヤ くの1(）06年労

濁争嘉広：｝条り士見定を主ねてし、る ，／ ＼ l)スては，

こりl：見定に上って，祖合役員らか紐合日を勧誘し，

凡得し，指令してピ五用招約違反のス＇、）イヤに祖

戎する行合や、 ピケ員かプ、＇、ラ｛キ 0)椎持りため

忙労しにりとずる労働者を戊得して労窃放棄させ

る行〉りは ii(：［甘翔約遠反誘致 (ImltlcingBreach (1[ 

(l)l]11.cll'いと＇ィ＇う不出行な、 IJ，ら免五，される，主た糾

合や祖合役只，祖合目が使用行の取引先に圧力を

I」ilこてllてリ1:［だ約：と破吼させたり，」1，祖合員、1)解屈f9 

f：＇人を 'i'I卜竺せる了「為；よ、 1也，J、し9,9〉i［くり1'や，1作月iノ、（!）

1：：］いこ ;eるピ， ］叩由では不法行乃になら八'<‘,

こ（＇）イヤリスで(!)法理がインドの労働組合法 18条

II)に採用されてし、るものと思われる。しかしイヤ

＇）ス (!)}906年労働争議法 1条年19)にある民事共謀

いらの免責規定はインドには存在しないI})で，共

深の法理によって損害賠佑責任をおわされる余地

が即論し{f在しうる(ii20)。

インドでは、 1959年主で，使用者はストライ＼

：こよる損宮賠償を請求することができないと考え

ていたようである(/)-21¥。それは，労働組合法18条

し，＇）民事免責規定がふったためなのか，それとも使

/il行が労働組合法18条を広く解釈して， 一切損古

賠償諮求はてきないと観念してし、たためたろう

ヽl.̀ 
ーヽ）、9

9ド実イントではストライキの責任追求は民市頁

任（出古賠｛賞記r)ではなく，解．面や懲成処分の形を

·~ --,て｝［される場合が多いげ認2)0 この点は H本の

場合とInJしである。したがってストライキによって

生した損害賠饉ハ貞任追求の事例が之しい（叫）。

ぞcり中で RohtasIndustrial Staff Union v. State 

<)r Bihar, 2:> F. J_ R. :-l%を紹介しよう。組合は

公社(m]、‘ーナス払いや所業審判所の裁定を実施し

ないごとを理由に職場占拠を行なった。その後労

使のI紡定によって紛争を労働争議法10条Aの仲裁

：こ付，1［した。そこで間題になったのが，労働者の

7、トライキ中の賃金請求と，使用者のストライ＼’

にtる損害賠償請求である。仲裁裁定によれは，

職場占拠が違法かぐ）不当なストライギであるか

ら、訂金清求はみとめられなし＼損害賠償につい

ては， f （労働組合法）18条の免責の規定は，ストラ

(＼二が、戌法で，『労働争議の遂行』 (infurtlwrnn心

of Iradc (lìpute)にあたちti:.い本件の専実悶係に

i i適用されなし、｛，違‘{｝内｀ズトライヤは労働争議い

迷行にわたるとはみなされなし ‘J ・・・••次の問題は

ど(,19,tうに損曹賠伯が［，平価されるかであ心、)......
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コモンローの原則にもとづいて，違法かつ不当な

ストライキに参加した労働者だけに責任が生じる

のであり，事業場の全労働者が連帯して責任をお

うわけではない。ストライキに参加した者が連帯

して損害賠償の責任をおう」と判断した。そこで

紐合は損害賠償に関する判断の部分をパトナ高等

裁判所で争った。同裁判所は， イギリスの法理を

そのままインドに持ち込み， 「不法行為としての

共謀の法理はすでに確立されている。不法行為と

しての共謀はある行為をなそうとする一人ないし

それ以上の者の団結から生じる。その団結の真の

目的が，団結する者の管意かつ合法な関心から出

ているのではなく，相手方に損害を与えることに

丸＇）て，現実に相手方に損害が生じた場合は訴え

られる」とした。次に，（1）本件で問題になっている

裁定では労働組合のストライキ目的の認定が不十

分であること，（2)「労働争厳法24条(1)によるスト

ライキの合法・違法の問題は，労働組合法18条の

免真の問題とは関係ない。・ ••したがって仲裁人

はストライキが18条における労働争議遂行のため

になされたかどうかあらためて判断しなければな

らない。......（それをやらなかった）本裁定は基本

的な法適用をあやまっている」こと，（3）労働争議

法22,24条に違反すれば26条(1)により刑事訴追を

うけるが， 23,24条の規定の目的は社会の利益の

ためにあり，使用者の利益のために労働者に課せ

られた義務ではない。もし労働者側に24条の義務

違反があったとしても， 26条(1)の刑罰とは別に，

使用者t士民事上の訴訟を提起する権利は持たない

ことをのべた。

この裁判所の考えにたてば，違法ストライキに

参加した組合員，役員や労働組合は，もしその組

合が登録されているときには，労蘭組合法18条の

民事免責の効果をうばわれないことがある。

以上民事免責については，イギリスの法理を部

分的に導入しているといえよう。しかしイギリス

で民事免責の規定が持つ重要性は，インドでは見

いだされない。インドではストライキの責任追求

ぱ民事責任より組合員の解扉．懲戒処分という形

をとっているからである。

なお日本でも争議行為の損害賠償責任追求の事

例に乏しいが，労働組合法8条では，「使用者は，

同盟罷業その他の争議行為であって正当なものに

よって損害を受けたことの故をもって，労働組合

主たはその組合員に対し賠償を請求することがで

きない」と定められている。つまり正当な争議行

為には民事免責が与えられている。この正当性は

争議行為の目的，手段から判断されている。この

点はインドのストライキの正当，不当の判断基準

と類似しているが，その法的効果には民事免責は

含まれていない。

3. 刑事免責

刑事免責については， 1926年労働組合法17条に

規定がある。

「登録労働組合の役員または組合員は， 15条に

規定する労働組合の目的を遂行するための組合員

間の合意について，その合意が法律に違反しない

限り，インド刑法典120条(B)2項により処罰され

ることはない。」

刑法典 120条(B)2項は，刑事上の共謀 (criminal

conspiracy)を犯した者に対する塁刑を定めてい

る。刑事上の共謀は刑法典120条(A)に次のように

規定されている。

「2人またはそれ以上の者が，違法な行為もし

くは違法でない行為を違法な手段によって，なす

べきことまたはなさざるべきことを合意したとき

は，この合意を刑事上の共謀という。ただし罪を

犯す合意の外は，いかなる合意といえども，その
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合意にhnわる一人まtc.｛まそれ以上の名の合意に基

弓く行為が丈行せられなVヽ いきりは，刑紆上の共

謀を括成しないーJ

この規定がイ‘／ド刑法典に追加されたのは1913

年である。それまでは共謀自体を犯罪とする規定

はなかった。イギリスのコモンロー上の刑翡共謀

が刑法典に説定されたのに，危険な共謀か（ンド

に1ましってさたからである¥it24)。そい危険な共謀

は121条(A)に規定する犯罪（注25)以外0)目的をもっ

ていて，それまでの法律ではそれに対処しえなく

なった。さらにその背後には，独立連動に対するお

それかあったものと思われる。↑実その後，刑出

共謀に 121条(A)ととも｛こ，独立咆動，労働述動に

対する足かせの役割を果たした C 19:23年（「）ペシャ

r7ール共産主義者共謀事件， 1924年のカーンプー

ル共産主義者共謀事件， 1929年のメーラット共謀

事件ぼ26)等はそのことを示している。共産主義者

に独立運廊Jり）尖鋭なi［動を行なうとIn]時に，労働

料合運蝕を指導してVヽ る。労働組合社が刑州上の

免責却定を定めていても，妙lJのIレー 1(121条(A)）で

刑事資任を問われたわけである。

インド労働組合法17条は，イギリスの1871年の

労働組合法 (TheTrade Union Act) 2条や1875年

の共謀罪・計産保護法（Conspiracyand Pretection 

of Property :¥ct) ;;条（ュ27;'の影評をうけているa

インドの場合は簡潔に定められているが，それは

刑法典120条(A)に共謀罪が規定されているからで

ある（注28)。

インドにおいてiま刑車免責と＼‘つごも，）fll専共

楳がらの免五を意味してVヽ るだけで店り，他のI「ij

法典上の犯罪については何も免言されてしなしQ

インドではストライキが暴力的，暴動的色彩をお

びており， しばしばストライキ中に犯罪行為が行

なわれている（注29)。たとえげストラィキに伴って

ぅ0

よくおこる刑亨ギ件としては，不怯抑制（刑払

典339,341条），不法拘束（刑法典340,342~:-¥48条）、

界̂/Jおよび脅迫（刑法典349~358条），不法集会（刑

法典141~145条），威迫（刑法典503,506, 507条），許

可なく集会やデモを行なう罪（警察法32条）等々

がある。これらの行為に対しては労働組合法17条

の規定は及ばない。したがって，刑事上の共謀か

らの免責規定がイやリス労働運動において持って

いた重要性（注30)は，インドではあまり存在しない。

暴力的ストライキには，必ずといってよいほど

警察力か使用者の要請によって介入している。；こ

の根拠は，刑訴法106, 107, 144, 151の各条，瞥

察翫予防拘束法 (PreventiveDetention Act, 1950; 

等である。腎察力介入の正当化理由として，労使

紛争を早くおさめ，生産低下をおさえて経済発展

に寄与するところに求められているぼ31)。

刑事免責かみとめられるのは登録労働組合の役

に組合員にかぎられている。 KM_Joshiは，

インド刑法典43条（注32を修正して登録，非登録に

かかわらず刑事共謀からの免責をみとめようとす

る案を提出したが，政府の非登録組合の結成を奨

励することは得策でないという主張のために否決

された。

なお H本の労働組合法 1条(2)では，労働組合が

団体交渉や争議行為などのためになした正当な行

為には，刑事免責がみとめられている。しかし暴

カの行使は正当な行為とはみなされず，刑事免責

はみとめられていない。法形式からみれは，イン

ドより広く刑事免責がみとめられてじるといえよ

V-）。

4． ストライキ期間中の賃金

インドでは，ストライキ期間中の賃金が支払わ

れる。しかし契約法上も、労働法上もこの旨明ホ

した規定はなにもない。つ主りストライキ期間中
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の賃金は、法規によってみとめられた権利ではな

く，労働者に対する同情，労使の公平の原則にも

とづいてみとめられている。労使間の経済的差別

のため：こ，労働裁判所や廂業審判所において社会

正義（ヽ oci;iI justice)の名のもとにみとめられてい

る。ストライキが使用者より弱い交渉力しかもた

ない労働者の労働条件改等のために行tょわれると

きは，使用名はストライさ期間中の賃位を支払い，

ストによる損失をたえしのふべきである。けだし，

労働者と使用者の損失を比べれば，前者の損失の

方が大ぎし，からであるど＼，うのがその理由である

(IE33) 
D 

ストライキ期間中の賃金がすべてのストライキ

のときに労働者に支払われるわけではない。判例

上一定（り制限ヵミもうけら1している。ます笥 1の考

え方はスト万イキが違法になればストライヤ期間

中の賃金は支払われないとするものである（注34)。

これはストぅィキの正当不当性を考慮に人れて

いないと、一八：こ特色がある）第2の考え方は，スト

ライキか合法かつ正当な場合にのみストライキ期

間中の賃金は支払われるとするものである虚35)。

第3の芸え方：、ま，ストフィキが合法かつ疋当な場

合にストライキ期間中の賃金1ま支払われるが，そ

れ以外にストライキが合法かつ不当な場合には労

働裁判所や産業審判所の自由裁量にまかすとする

ものでわる＼Iti6)。もちろんストライキが違法・不

当な場合こぱ貨金は支払われない。

なおストライキ参加者が懲戒処分をうけた場合

は，ストライキ期間中の賃金問題は生じない（注37)。

次に，;Iヽ ；ィキ期間中の賃金との関係で賃金支

払法9条が問題になる（注38)。労働者の賃金からの

控除として欠勤に対する賃金の減額がみとめられ

ている ご ‘7)控除は，五用契約により労働者が就

労しなげればならない期間の全部又は一部におけ

る，就労場所からの労働者の欠勤を理由とするも

のでなければ行なうことができない（賃金支払法9

条1)）。この条文の適用上，労働者が就労しなけれ

ばならない場所に出勤しても，坐込みストライキ

り遂行または情況からみて適当でないその他の理

由で，仕事を行なうことを拒否した場合には，そ

の労働者は，就労湯所から欠勤したものとみなさ

れている（賃金支払法9条説明）3 したがって，坐込

みストの場合には，坐込み期間中の賃金はカット

される。

且金支払法9条が問題になった事例として，

Jawahar Mills Ltd, Salem v, Industrial Tribu-

nal, Madras and others, 27 F. J. R. 165がある。

公益事業である綿紡績業をいとなむ原告は，機械

(}）自動化に反対してストライキを行なった労働者

に対してまず2日間の賃金と物価手当をカット

し，その後さらに 5日間の賃金カットを行なった。

ー］の 5日間の賃金カットが問題とたった。産業審

刊所では，予告なしのストライキは労働争議法に

違反した違法ストライキであるが，ストライキを

行なう合理的理由があり正当なものであり，した

がーぅて25日間の貨金カットを不当とした。マドラ

ス高等裁判所の判示では，貨金支払法9条(2)但古

にある「正当な理由なくして」の中に予告のない

ストライキを含むものであり，公益事業における

予告のない本件ストライキは違法であり，追加し

た5日間の賃金カットは 9条(2)但苔により許され

るという。

イギリスの場合には，ストライキ中の賃金は全

然問題にならない。ストライキによる労務不提供

を行なえば，その間の賃金がカットされるのは当

然である（ノーワーク・ノーペイの原則）。スト中の

労働者の生活は日頃積み立てたスト基金で賄われ

てし、る。

ぅl
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これに対して日本の埠合はどうであろうか。戦

前には，スト妥結時に，打切り金として，労働者の

スト中の生活費やストライキ首謀者の退職金、争

議費用等を使用者が支払った事例があった（注39)。

第二次大戦後，戦前の慣行が権利として、意識され，

ストライキ中の賃金をもらうのは当然とされてい

た。これは家族主義的な労使関係のあらわれであ

る（注40）。その後日本では，スト中の賃金や争議費

用を使用者が支払う慣例はなくなり，労働組合が

スト基金を積みセてて，スト中の労働者の生活を

保障するようになった。

インドにおいて，スト中の賃金をみとめる根拠

として，労働者の困窮を救うという生存権的立場

があることは前述したとおりであるが，これをイ

ンドの賃金構造からながめてみよう。インドの賃

金構成1よ陥本賃金と生活給的部分（主どして物価

手当 dearnessallowance)からなっている。加藤寿

延助教授：こよれば基本賃金は， 「身分制的地位別

職務給」（注41)としての性格をもっている。インド

では職員と労働者の区別は明確であり，職場であ

る地位をえると， H本のように勤務年数にもと弓

き年功的に地位が上昇するわけではなく，その地

位に固定される條向にある。基本賃金はその地位

ごとに完結され，地位相互間の連続性がない。こ

れが身分制的色彩を強めている。そのために個々

の労働者の能力，意欲が失われて，経済発展にと

ってマイナスの要因となっている。この基本賃金

は，賃金構成の中で占める割合が低下している。

そもそも工業部門に就業している労働者の賃金

は，低賃金に規定される農業労働者の貨金に規定

され低賃金である。その低賃金をおぎなっている

のが附加的な諸手当，特に物価手当である。極端

な場合には物価手当が賃金の大半を占めるときさ

えある最低貨金の労働者には生計粋の上昇分を

ぅ2

全額補償し， J，し本賃金が高額になるにつれて累減

率で物価手当が支払われている。この物価手当は

生活給であり，これをカットされることは，労働

者の生活をおぴやかす。賃金そのものが低賃金で

あり，労働者の生存のためには，スト中の貨金も

みとめざるをえない状況におかれているわけであ

る。そこでスト中の賃金をみとめないことはスト

ライキ権をみとめないことであるという議論(842)

さえでてくるのである。

5. 解雇および懲戒処分

インドではストライキ責任の追求は損害賠償請

求ではなく，個々のストライヤ参加労働者に対す

る解雇および懲戒処分という形でなされているこ

とは前にのべた。

まずインドの解雇法理について簡単にのべたい

と思う。インドの解雇法理はイギリス法からの影

曹が強いので，イギリスの解雇法理をみてみよう。

イギリスの場合には，雇用契約が期間の定めのな

い場合，解雇理由が存在しなくても，相当期間の予

告(notice)を行なうことにより適法に契約を終了さ

せることができる。相当な予告がなくしかも叩時

解雇しうる正当な理由がない場合には，契約違反

を理由に損害賠償を請求することができる国43)。

違法解雇の救済方法は損害賠償請求だけであり，

「特定履行命令」 (specificperformance)や解雇無効

の「宣言判決」(declaration)や「差止命令」(injunction)

はいずれも否定されている国44)。

インドの解雇法理はイギリスのそれを修正して

いる。それらの点を箇条書きすると，（l）インドで

ぱ損害賠償の外に特定履行，なかんずく解雇無

効の直言判決がみとめられる場合がある。 Tata

Chemicals Ltd. and others v. K. C. Adhvaryu 27 

F. J. R. 64によれば，労使間の雇用契約の終了に

際し，契約＿卜の義務違反がある場合には，その救
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和よ損害賠償にかぎる。なぜならば1877年特定救

1)年法 (:'ipecificRelief Act) 21条(b,（注45)によって人身

を拘束する特定履行はみとめられてし、ないからで

ある。したがって解雇無効や雇用関係存在の宜言

判決をうることはできない。しかし雇用契約終了

をさまたげる法律上の義務違反がある場合には，

法律堂反の解雇は無効であり，解雇無効や雇用関

係存在の宣言判決をうることかできる。そこには

人身を拘束するものはないからである。たとえば

礼業規則違反の解雇Ii, 法規上 ''TheIndustrial 

Employment〈StandingOrders〉Act,1946)の義務違

反になり，被解雇者は解雇無効や雇用関係存在の

宜言判決をうけることができる（注46)。差止命令に

関しては， OilIndia Ltd. and others v. Bhagat 

iゞngh,38 F. J. R. 306がある。配転命令を拒否

したために B.Singh Iよ解雇予告をうけた。そこ

で第ニニ.ムンスイフ裁判所(courtof ¥1unsif Second) 

に解雇予告の効力を差し止める命令を求めた。こ

の差止命令がみとめられなかったために控訴した

ところ，下級裁判官 (SubordinateJudge)は差止命

令をみとめた。そこで会社側はパトナ高等裁判所

に命令の取硝しを求めtこ高裁の判示では，差止命

令を出すための要件を欠いていることを理由に命

令を取り消した。ただ積極的に解雇命令の効力差

止命令岱1963年特定救済法14(b)（旧特定救済法21(b))

に違反していることはのべていない。

(2)以上の民事的救済以外に，労働裁判所や産業

審判所，全国審判所の仲裁によって，解雇問題が処

理されている。労働争議は，労働争議法にもとづき

労働裁判所，産業審判所，全国悔判所の仲裁に付託

されるしここで注意しなければならないのは労働

争敬の定義である。労働争議法 2条（k)によれば，労

働争議とは，「使用者と使用者，使用者と労働者ま

たは労働者と労働者との間における，各人の雇用

ど非雇用，雇用条件又は労働条件に関する紛争ま

たは意見の不一致」をいう（注47)。さらに1965年修正

により 2条Aが追加された。それによれば，「使用

者が個々の労働者を懲戒，解雇，整理，もしくは

濯用契約を終了する場合において，労働者と使用

者間に，懲戒，解雇，終了に伴って生ずる紛争な

いし不一致は，他の労働者もしくは労働者を含む

労働組合が紛争の当事者であるかどうかにかかわ

らず，労働争議とみなす」。この追加規定ができ

るまでは，個別争議(Individualdispute)は労働争議

に含まれないとされていた（注48)。ただ個別争議が

労働組合または，労働者の集団によってとりあげ

られた場合にのみ労働争議にはいると解釈されて

いた。したがって，懲戒，解雇，整理された者が労

働組合や労働者の集団によって争議対象の問題と

してとりあげられない場合には，労働争議法上の

争議調整のルートにのることができなかった。そ

こでこの追加規定によって立法的解決をはかった

のである。事実上懲戒や解雇が，労働争議として

争議調整によって処理される場合が多い。

(3)労働裁判所，産業審判所や全国審判所の裁定

かコモンロー上の解雇法理を修正している。さら

に立法による修正としては，工業屈用（就業規則）

法，賃金支払法，労働争議法，各J小Iの商店法 (Shops

Act)等々がある。以下これらの修正の内容をのベ

たいと思う。

コモンロー上は正当理由があれば即時解雇をな

しうる。正当理由がなくても，相当の予告をすれ

ば解雁しうる。インドの場合には，相当な予告が

ある場合（通常就業規則により 1カ月とされているが，

契約によって明示的に定められているか，慣習によって

黙示的に定められているときはそれにしたがう），また

予告のかわりに，予告期間に相当する賃金を支払

う場合にも，解雇をなすためには正当な理由が必

ぅ3
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要とされている（注49)。つまりインドでは，はじめ

はイギリスのコモンローの屈則にしたがいた解雇

法理が採用されていたか、即時解雇をなしうる正

当理由が，予告のある解雇の場合にも必要とされ

るようになったのである。就業規則の中には正当

理由がti<ー一、も予告によー）て雇用関係か終j’でき

る旨定めた規定があるか，その場合にも，、け働裁

判所や産業審判所はその終了が正当になされたも

のかどらかを判断するために雇用関係の終了事由

を知る権能を有しているc

労働裁判所や産業審判所が解雇や懲戒処分を正

当とみなすのは，労働者が従業員としての義務に

違反する釘乃を行なうとさ，労働契約内合を履行

するだ；｝ C)記力がないとさ，従業員として！吏用者

の評判をおとす不品行があったとき等々である。

具体的にモデル就業規則（注50)は解雇にあたいする

非行を例示列挙している ＇oご U)非行が存在寸れば，

それは解雇の正当事由になる。

14条(3), 「下の各号に定める作為および不作為

は非行とすら

(a)，下独か又は他の者との共同かの l<、かんをと

わず，上役の適法かつ正当な命令に対する不服従

もしくは違反。

(b)，窃盗咋欺もしくは使用者の営文又は財産

に関する不エ

(c),使用者の商品又は財産に対する故意の損壊

もしくは損失

(d)，賄賂主fこは不法方報酬の受領もしくは提

供。

(e), 常習的無許可欠勤，または10日以いの無断

欠勤。

(f)， 常否的遅刻。

閤，当該事業所に適用される法律に対する常習

的違反。
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(h)，事業所内における労働時間中の暴動的又は

札秩序的行為もしくは秩序の破壊。

，i,作業の常習的乱雑又は怠慢。
(j)，賃金月額の2％の最高の罰金を科すことの

できる作為又は不作為の常習的反復。

,lヽ ），法律上の規定又は法律の幼力をもつ規則に

近反してストライキを行なうこと，もしくはスト

ライキを行なうよう他人を煽動すること。」

以上の非行が確定したときは， 1回につき 4ii 

i・超えない期間の停職，もしくは即時または予告

の補償されない解雇に処せられることがあ

る。

(4i労働裁判兄産業審判所，全国審判所が解雇を

判断するとき，底用契約，就業規則の内容に拘束

されるのは当然であるが，全体としての社会の利

益をも考慮して裁定を下すことができるCll51)。解

片［か不法な場合には，バックベイノ）きの厭職役

箪あるいは原職復帰によって企業秩序がみにさ

れるおそれがあるときは原職復帰にかえて，補償

を仔えることができる儘52)。これは一度失職する

と再就職をして安定した地位をえることが困難な

インドにおいて，一度就職すればその職場に固執

しようとする労働者の態度と整合的な救済方法で

あるけi5.3)。こ (7)、点は， H本の終身雇用制の特質か

f9月解雇無効の法理，つまり解雇が違法であれば必

ずもとに戻すという法理を日本では採用して，解

覗が無効と認められた場合には，損害賠償の問題

で解決するのではなく，一応もとに戻してバック

、イを認める方法('54)に類似している。

(5)解雇手続に関しては，就業規則に規定があれ

ばそれを遵守しなければならない。たとえばモデ~

／レ就業規則には次のように定められている。

13条(1)，「常用労働者濯用期間の定めのない労働者

ー 著者注）の雇用関係の終了には，使用者又は労
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働者による，文書で予告が行なわれるものとする。

この北，｝合（＇） f告期間は，月治制労働肴については

1カ月，そ i)他の労働者に／）いては2週間、どする。

それぞれについて 1カ月分または2週間分の手当

の支払をもって，予告に代えることができる。J

14伶41, 「関係労的者か，申し立てられた非行

につして文記こよる通告をうけ，かつ申し立てら

れた事態について弁明する機会が与えられないか

ぎり，解雇命令を発してははらない。 1

後者り規定は自然的止.{2(natural juヽticeJの厭

則の表明である。自然的正義はイギリス法に古く

から存在し，その内容の一つに， 「いかなる当事

者も当然恥翡］をうけずに周貞されることはない。

そしてt:胄事者のもノ）聴聞の権利が現実なもの

であるならば，適喝な時期に、その直面せねばな

らぬ事索を知らされねばならない」 (55）ごとを含

んでわり， ！たがっここ几が解雇r続に適用さ
れたときは，関係労働者は処分の予告をうけ，処

分に対して意見や弁明をめぐる機会を柱えられね

ばならなし、ごとになる(56」

この自姑的正義の原則から出哨しご，か磁裁判

所，産業審判所の裁定によって、次のような解雇

手続基準ができあがっている。この手続に違反す

る解痛や懲成処分は不出とされている。

a 処分の対象となる行為，処分理由，処分の

程度，その処分に対する見解を文書でのべること

を要求する旨を書いた処分通知魯(char,rre~heet) を

処分対免者てある労働者に突付するこい，

b 労働者がその処分通知書をうけとり，その

処分をみとめる場合には，使用者は相当の予告期

間をおいて処分を通告する。労働者がその処分を

拒否した碍合またはその拒否する理由が使用者の

意見と対立したり，または不十分な根拠しかない

場合には，その処分についての内部審査 (domestic

inquiry)を行なうこと。

C その内部審査では労使とも十分に自己の主

り長をのべる機会が与えられねばならない。審査委

(inquiry officer)はその主張にもとづき事実認

定を行ない，その処分の当否に関する意見書を使

I廿者に提出すること。

d 使用者は審査委員の見解を参考にして，処

分の最終決定を行なう。処分を決定すればその旨

を文書で労働者に通知する。

労働者の非行が重大な場合は，使用者が処分通

知書 (chargesheet)を出す前か，それと同時に労

働者を休職に付すことをみとめられている。しか

しこの休職は懲成処分ではない。

16)使用者の処分決定に対して法律上の制限が課

せられている。たとえば従業員国家保険法 (Em・

p¥oyees'State Insurance Act, 1948) 73条では，従業

ぼが疾病手当，出産手当，廃疾手当 (disablebenefit) 

とうけている間，および病気のための治療，欠勤

中は解雇，整理，懲戒処分をうけることはない。

どの間の解屈整理，懲戒処分は無効である，9

(73条{2))

労働争厳法33条では，解雇や懲戒処分に効力を

与えるために，調停官 (ConciliationOfficer)，調停

碕 (ConciliationBoard)，労働裁判所，産業審刊所

(T)明白な文苫による許可が必要な場合を定めてい

る。つまり一

「労働争議の調整手続中において，（1）当該争議

iヽ こ関係ある事項に凋し，その争成に関係ある労働

者に手続開始直前に適用されていた雇用条件を労

働者に不利に変更する場合，（2）当該争議に関係あ

ふ非行を理由として，その争議に関係ある労働名

を免職すると，その他の方法によるとを問わず，

解雇または懲戒する場合には，調整手続が係属し

ている調停官，調停局，労働裁判所，産業審判所

55 
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の明白な文古による許可が必要である。」さらに，

「当該争議に関係のない非行を理由として労働者

を解雇または懲戒する場合には，就業規則にした

がって労働者があらかじめ， 1カ月分の貨金の支

給をうけ，かつ使用者がその措脳の承認をうるた

めの申請を争議調整の係屈している当局に提出し

た場合でなければ」解雇や懲戒処分をされないっ

「粛業所の『保護労働者』けI57) (protected worker) 

は、労働争議調整手続中は，手続開始直前に適用

されていた雇用条件を不利に変更されることも，

免職によるとその他の方法によるとを間わす，解

渾または懲戒されることはない。ただし手続か係

属している当局の文位による明白な計―μjをえた場

合はこの限りでない。」

17)使用者の解雇や懲戒処分を労働者か争う場

合，労働裁判所や産業審判所の裁定を求めるわけ

であるが，使用者の処分に対して労鋤裁判所，産

業審判所が介入しうる場合に一定の制限がある。

通常経営専権事項や経営の実施に不喝に介入する

ことはできない。一般に介人しうるのは次のよう

な場合である（江58)。

a 内部審査 (domesticinquiry)が公平に開か

れていない時は，審査委員の行なった屯実認定を

あらためて調べることができる。ただし，委員の

事実認定が一＾見して全然証拠にもとづいていない

とか，独断，偏見のために認定が娯っている場合

：こかぎる。

h 内部審査が公平：こなされす，手続に点大な

瑕疵があるとき，また使用者の処分決定前に内部

審査が開かれない場合には、その処分が正当かど

うかを判断し，裁定を下すことができる。

C 使用者の処分決定に善意 (bonafide)が欠

如しているとき，また犠牲 (victimization)，不当労

働行為直59)の要素がみられるとき，また中実認定

56 

の誤認，打実認定に基づく判断に悪意がみられる

場合に介入しうる。

なお労働裁判所，産業審判所，全国裁判所の裁

定が出された場合，その裁定が政府によって公表

されれば，いかなる法廷，＇いかなる方法によって

も争うことができない。 （労働争議法15条）ただ例

外的に芯法の規定に基づき裔等裁判所，最高裁判

所で争うことができる（注60)。

以上においてインドの解雁法理についてのぺた

が，これから本稿のテーマであるストライキ参

加， ストライキ中の行為を理由とする解雇および

懲戒処分について検討してみよう。抒えられた厭

稿枚数との関係で網羅的に憤くことができないの

で従来の韮本的な判例学説を整理したいと思、う 0

(1) ストライキが合法かつ正当な場合は，使用

者はストライキの指溝，参加を理由に解雇およひ

懲戒処分をすることはできない（江61)。

i2) ストライキが合法ではあるが，不当な場合，

たんにストライキ参加だけを理由に解雇および懲

戒処分をすることはできない(8:62)。不当ストライ

ヤを煽動するなどの積極的行為を行なった者は非

行に韮づく解瑶をされるとする立場（注63)と，スト

ライキが不当であっても合法であれば，そのスト

ライヤの煽動は非行にならないとする立場（注64)が

対立している。ただし後者の立場でも，ストライ

キが善意でない場合，たとえば争議調整によりす

でに解決された問題を再び使用者に要求してスト

ライキを行なうとか，工場破壊を目的としてスト

ライキを行なうとか，労働条件の改善とはまった

く異なった日的から行なわれる場合にはストライ

キ参加，煽動は非行になるとされているOL65)。

(3) ストライキが違法な場合には労働争議法に

よって刑罰を科せられることは前述したが，解雇

については，違法ストライキ実行が解雇を正当化
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するという立湯閂6)と，遥法ストラ（キ参加がに

だちに解雇を正当化するものではないとする立場

（注671にいかれて 'J‘る。

就業規則に違法ストライキ参加を非行とする旨

の規定がある場合 iこは，たんなる違社、•ストライキ

参加のみを理由とする解雇も有効とされている

（注68)。たとえ明示の規定がなくても，黙示的に雇

用梵約の内容ゃ状況からそう判断され〇場合にも

同様である（注69)。したがって違法スト参加を解雇

事由とする就業規測があり，その上に暴力行為を

おこしたときは，解雇は有効である。

これに対して，違法ス 1戸ィキ参｝JI]を非行とす

る就業規則が仔在しなV、場台は， IndianGeneral 

Navigation & Railway Co. v. Their Workmen, 

17 F. J. R. 241, (1960) II S. C. R. 1で確立さ

れた原則にしたがう。すなわち， 「違法ストライ

キり場合におこる実際に重要な唯一 (9'）閲題は処分

の種類と程度である。それは個々のケースの事実

と状況にしたがって決められねばならない。」「処

分C'）間題を決定十るために，単なるー＜卜参加粁ど

積極的に騒動をひきおこし，労働者のスト参加を

そその力立し， 主た暴力行第等の法と秩序に違反す

る行為者との間を区別しなければならない。単な

るスト⇒ィキ参加者全員を解雇するのは産業の利
益iこなr7ないし．労働者の利益にもならなしc l)t 

業審判所は産業全体としての完全な効果的な営業

を考慮して，処分の問題を考えなければならなし、（

解雇ないし契約終了の処分は単なる違法スト参加

だいてなく，遼怯ストをそそのかし，暴力行為を

行tょバその地域の法と秩序の維持を危くする者

に対してむけられねばならない。」つまり単なる違

法スト参加者と、潰極的に違法ストライキをそそ

のかし，暴力行為を行なう者とを区別して取り扱

—ヤー 1 、 -

っ','ヽ0。

以上，解面や懲戒の間題を取り扱ったわけであ

るが，労働争議法下において，労働裁判所，産業

番判所の裁定や，裁判所の判決をとおしズ，コモ

ンローの解雇法理をかなり修正していることがわ

かる。それは労働者が使用者の一方的独断的意

忌から，その雇用を保護されねばならないこと，

産業平和を維持すること，産業が経済発展のため

に効果的に運営されねばならないという要諮ー一

これをインドでは社会正義とよんでいる—から

生tれたものである（注加。

（注 1) Chandra, Bipan, The Rise and Growth 

of Economic Nationalism in India, New Delhi, 

p.,oples Pu hlishing House, 1966, pp. 323ー 39:l;Avins, 

Alfred, "Involuntary Servitude in British Common-

wealth Law," International Comparatit•e Law 

Quarterly, vol. 16, Jan. 1967, pp. 40-45. 

（注2) 山中煎太印『労働組合｛｝、 l)生成ピ生1氏』同

文館 昭和22年 166-173ページ。

（注3) 労慟争議決2条eee，て定義されていろ継紬

鱈筋 (continuousservice)は， 1953年修正広によって

追加された。それによれば「継続勤務とは，中継され

たい勤務をいい，疾症，承認された休暇，労働災害，

占法でなし、ストライ+, ロックアウトまたは労働者の

直によらない労慟休止によってのみ中継された勤務を

含む」。これはストライキが進法でない場合に，スト

；ィキ参加かあったどしても労使関係は継枕されてい

るものとしている。判例の中にも，これと同じ立場に

たち，追法なストライキ参加者の籠用契約関係は切断

ーヤれ，工場出49条B1)J)有給休蝦，iI}求権を失うものと

するのかある。(Buckinghamand Carnatic Mills Ltd. 

v. Their Workmen, A. L R. 1953 S. C. 47.) 

これに対して，違弘なストライ 01の場合ても，労使

関係は切断ざれないど jる判例かあらわれた。 Jairam

Sonu Shogale v. New India Rayon Mills Co. Ltd. 

1958, I, L. L. J. 28ては，労働者が人員柁理された

）で，労働19議法25条Fに基づく［当を請、ドしたが，

その一部しかもらえなかった。使用者の主張によれば，

り慟者は1951年10月6IIから11月24日まで！梨払ストラ

キに参，りnしており，継続勤務とならず，；；ー］）期間の

整理手当を支払う義務はない。ポンベイ高等裁判所り）

汀示によ jしば，違法ストライキ参加：i労働者の非行に
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(ii 6) Sul Subramanian, f(_ N., Lahour-Afallar:e-

111ent Relations in India, London, Asia Publishing 

House, 1967, p. 62. 

(i i 7) ．こ '\‘I•II;1,! 1,}判例 Il、:：褐，放さ i［てし、':」.!，、（＇)

―, 1jjfj)討し合｛ヤ_|｝| -J 7., 4x ! T - J: 7 ，づ、＇）概梃六 ~，1●!I る他＇ L

9。Karnik, V. R., Indian Trade Unions--!l 

Slirr¢V, Ifomb(ly、Afanaf..-talas, 1%6, pp. 2:\-~25; 

(~overnment of India, Rej>ort of the National 

(・om mission on Labour, Delhi. 19G9, p. 55; Su hra-

manian, oj,. cit、]）． 41.

(1 1 8) Pant, S. （, lndian IAlbour l'rohlenIS, 

Allahahwl, Chaitanya Publishing Honse, 1970, p 

65. 

(［l (｝） I. I,. （）．，` ‘l切lletinof Indian lndustri心

and Lahour," No. 4:-1, Ind匹 rialJ)isputes in lndia 

1921--!928, Geneva, 19:-lO, pμ. :i..,t. 

(, 110),;,'俗t1伍 lchri,t,R. I I., T加 l’(lvnmu

of 1¥-'agrs and l'rofit-S!wring with a Chapter on 

Indian Conditions, Calcutta, University of CalcuL-

ta, 1924, Appendix B. 

Glll) Subramanian, op. cit., p. 12:-l. 

直 12) 以仏蕃ふ，＇）赴柑は CentralLegislati1•e 

Assembly Debates lー／わ＇ ＇ヽ．） I-:ゞヽるはすてある

か，文献人「1'‘',if臼いためいる:—とか C J -',: J;, -, t: o 

(［l 13) 政府＇来 4ィ:| ｛l 1, C・9ー）もに尤める％働組合c'I

i-Li :’、力999と組合(!)t:めiーーある％i!ij /r，蔽をiwg1へくが一
全さ/! t:場合！:Ii, そ7)＇万働午ぷ；い企両ま tt i jざij,9,} 

＇め iこイjf; ｝） iし/・ 1ヽ 仏臼為｛→ -閃 l.認祖合の枯金に対 1

附店i、,;ft’tをよめるよ訟且，そ¢)f jんがii E ti i：によ

-9’ 'i fこtiそ，＇）杖椅り） •F I＇こ行 <yうする者しこよ oで(j,ナ，
'ゞ): : ;'J 、し ‘i’Il,」、 1 r t, 9~ 、 O i, 4 ! t i枯合l;l i i、う tt, ―-！ L 9’受l]＇iなし ‘o ! t.: l, ニ
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，＇j・行為か{l委且ーノニ決崖し．，｝］らかこ校I!..―.1・;＇ジ9行為ま f

は諸行為(/)一つであろとぎ，または，右姿員会がそ(/)

打為を匁」:や決，9府かもっー明白に膀行為ヰ否認し t・ i: 

L ・は， ： 行為 li'i 委 E 二、）援噌•'りドに fI’}．われ＇，:

いと 1:t認めらllなI,‘o

¥2), rii」ー丘の委ii二とは， 1該組合パ関{,Jる一船1『

労働了1議の全般の指哨， または特別の職種もしくは竹

l,!|1 7)地 i， 労働'1卜，式の指り， もし (::J:各il'9,＇:9：及び）’!：樹
i囁ぷ）指荘J)ために任命された委員公［し＼‘)。」，i（野

和火 「］li法＇（％汲打知：．キヽ 9キる団体苫任ど侃）、．,¥｛「11)

？，見学協二准，誌』 88巻2,_: 204- -_;。

なお労働党仏 9裟てば， 「個人または複数J)i1かりI動

1 l合・・・ 、対し の組合 Liの一人；：たi，い！、］）()

を罪If:lとして｝I＼‘if0) |ill役を＊める訴訟I;:, こll,［」是起

Iるこ ゥでき.I I.,J 

(, L14) 骨野和夫 同上倫文 208ヘ―;.,0 

（北15) 1i野{1l l9d i淘文 205ペー /c

(itl6,) 骨野1'11、 FfI i."泊文公()7ペ--./。

（辻17) it野和入 1,,j上論又 214ヘー 9'o

(it18) 4ii酎4l, 99[i謁tr)111『イ ）スし9バII！支統沿lj

昭和10年 297ペーシ。

Myers, C. A., Labo,、y 『'rohlemsin the lndustri-
alization of India, Massachusetts, Harvard Univer-

、ityPreヽ， 195ふ］J. 137. 
（注19) 労慟＇，函込 1条， 「2人またはてjL以＿J＿̂J'） 

炉の合芍または射今にもづ cli-, 労働争議の企画ま t`は

1 :，tt (/）」ふりにな一ーく た(J-，9ー），;, そ，1しがそ，＇ 合心、ま，9-｛人

結合がなくとも訴えらil る場合てなけれは，，Jiぇ,,

＇！＇なし、 C,1 

（江20) 仄れ共謀に成しては， BholanathShanker-

dふ v. Lachmi Narain, 53 Allahabad Law Journal 

316があるが，判例化が L1本にな＼、iこめ見ることかで

午なか？た。

（注21) Aggarwal, A. P., Indian皿 lAmeri心 ll

Lahou1・ Legislation and Practices-A Comparatiz・e 

Study, Bombay,,¥sia Publish加 Houヽe,1966, P. 

75. 

労拗／；、ふ法29,tヽ ーよれ，:, 「こし，ム利ti-,1，＇づき舟 '9,

(settlement)または政定 (award)の約束をつけろ行か，

その解沙または裁Tj)条項に述反したとき 1?，これ九

6カ月 l―卜の禁Titたは；「［金に処 l， まt;はこれJ;,{) 

f1するものとし，かかる罪を審理する裁判所は，罰金

＇科す ＿ぎは， i'.'収すへ、ぎ罰位し，9'，全部主，ビは r；記

;,:・, i.、かる逆又： → _より柏‘力をうけたと裁刊所がiじめる

者：ご対し補償として支払うべぎことを節ずることかて

ぎる。」t、とえば労働者が裁定に洵反しt、ストライ zしを

りな ／＿とぎ，伍用者i：証銭if・J/i hlifitをうげるこ：9が

できる。しかしこ訊は損宙賠償に代わりうるものでは

はし't:。

信 22) その原因がどこにあるのかは今後検討され

るべざ 1'！l幽であ 1しが， ー一化考えい iしる(),¥t, 労i軋組合

組織そのものが不安定であり，組合財政も乏しく，損

＇涛麟 itれ支払→だけの能）がなか〉たことであそ。

(il:2:-J) 訴訟事件）ー｝よった］）it, Dalmia Cement 

Ltd. v. Narain Das Ananji Bacher A. I. R. 1939 

Sind公ぅ6.Rohtas Industries Staff Union v. State of 

Bihar, 25 F. J. R. 395守がある。 Reportof the 

I<oyal Commission onは bourin India, London, 

His Majesty's Stationery Office 1931, Evidence, vol. 

l, part l, p. 526にボ・／＇‘:イ紡約労働組合ショラツー

ル支部かCJI・.狂録祖合てあるとし:損害脂柏i9請オ．さ几

t・，1+例が報告さ iしてし、る。

1.． 1の労伯祖合法：こ「閃する本ては， i．L してイ i

リスの法F11の解説をりなってし、る。たとえば Mallik,

l.H., ＇「radeUnion /,aw, Calcutta, S. C. Sarkar 

& Sons Ltd., 1970; Kher, V. B., Indian Trade Uか

ion Law, Bombay, N. M. Tripathi, 1954; Sethi, R. 

B. & R. N. Dwivedi, /,aw of Trade Unions, 2nJ. 

叫， Allahabad,Law Book Co., 1966. 

（注24) Jagadisa Aiyer, K., J.,aw Relating to 

Criminal Conspiracies in India and Pakistan, 

Lucknow, Eastern Book Co., 1958, pp. 1-2. 

（注25) ::E（女王）に対し戦闘を行なったり，それ

乞企匝 l7こり，教唆すそための共謀に対すろ処罰な定

めてし、，，＇，
'" 0 

（吐26) Communists Challenge Imperialism from 

the Dock-Meerut Communist Conspiracy Case, 

1929ー 1933,The General Statement of 18 Commu-

nists Accused, Calcutta, National Book Agency 

Private Ltd., 1967. 

(iJ27) 1871-4労働組合法2条「労働組合は単にそ

の目的か取引の制限 (restraintof trade)；こ存するし）

即由に依り迎注とみなされ，その組合員が共謀罪その

他の'.JI'名 iこ依り刑事訴氾に付せららことけない。」

1875年共謀罪•財産保詭法 3 条は 1906年労｛動争議法

1条に Lり『多廿された。それに tiしば， 「力働争，伍い‘'）
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介 l'1まt{ ：遂行，ため,_:あるい為を↓よしまたばな'-I 

めようとする 2人またはそれ以上の者の合意または団

希，t, そ ！ fi梵 jJ'一人［こよっ・ーなされた場合にお＇、，．

犯罪として処澗されない限り，共謀罪として訴追され

t, l、。 2]、また',tそれ以上の古のな！た協足itこ：t ［i! 
紡！ヤよ，・ -r迩わせられか行為は'、J欝争成の令両また 11 

遂＇」のたどになこ 9したこきと＇、えども，これに対し iii

を提起さかることよなし；」 t).下省員且。

（注28) Subramanian, op. cit., p, 135. 

17条に対する（ら正案f,＇i廿さ 9．たここがあるった：ー 9-，＇.

ば「その協定が法律に追反しないかぎり」という条文

い 1,il限を加えて， 「恥附契約）！［反また［よ逃じ；ごよる直

反の場合」には，法律に違反しても刑事免責をうけら

1,：・とす・7，修正＃があ・9た。

（注29) Myers, C. A., LabozヽrProblems in the 

Incl11stがalization of India, Camhridge, Maヽヽ．，

Harvard University Press, 1958, pp. 90ー 92.（隅谷

竺，〖男訳『イン lj/E業化の労恨 1:11 題「 ＇・ジ・＇経済研ゾし

所 1961年）。

（注30) Hedges, R. Y. and A. Winterbottom, 

The Legal History of Tr11de Unionism、London,

Longmans, Green and Co. 1930. 

(/J31) Ghosh, S. K., Impact of Industriali~a­

tion on Law and Order, Bombay, N. M. Tripathi. 

1968, p. 47. 

（注32) 43条は「違法」 (illegal)の定義を行なって

し¥]。 Joshiの C夕では、 ・内法'])定義：・ただ，占ぎ：：，．）

け加える。それは「労働乍議の企画または遂行におい

-，取りIn制限:-つい'.’一人がな Itことここ犯：［「：こ
ならなければ， 2人またはそれ以上の者によ＿｝て行な

わilるとさば舟仏でなし‘・。」しし．う文仁，てあ―:。

（注33) Arya, V. P., op. cit., pp. 54-55.スト中｝）

賃金を求めた事例としては，すでに1920年りタク鉄銅

会忙にわける労伯争議り場合がある。その餃もしげし

は同様な事例かあった。 Karnik,V. B., Strikes in 

India, Bombay, ;¥fanaktalas, I渇7,p. 88; Damle, ]). 

G., Labour Adjudications in India, Bombay, Ori-

ent Longmans Ltd., 1%4, pp. 6, 464, 894. 

儘 34) India General Navigation and Railway 

Company Ltd. and another,-. Their Workmen, 17 

F. J. R. 241. 

C i.135) :vlalhotra, 0. P., The Law of Industri-

al Disputes, Bombay, N. M. Tripathi, 1968, p. 139. 
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Chandramalai Estate Ernakulam v. Its ¥Vorkmen 

A. I. R. 1960 S. C. 902. 

（注36) Rustamji, R. F., The Law of Industrial 

Di．ゞ-putesin India, New York, Asia Publishing 

House, 1966, p. 617. 

（注37) Sadul Textile Mills Ltd. v. Workmen of 

Sadul Textile Mills and another, A. I. R. 1958, 

Rajasthan 202. 15 F. J. R. 96. 

（注38) Sethi, R. B,, The Payment of Wages 

ふ tand Minimum l-v'ag,・s Act, 2nd. ed., Allaha-

bad, Law Book Co., 1967, pp. 61-63。

（庄39) 大和II・ji-,).J, 松尾洋 『日本労働組合物晶』

究序害胃 昭和40年 180ページに節紡争議の事例が

いっている。年，成の解決条件の中に， 「解胎者にたい

i，ては全礼規定い退齢・企と予布手当14日分，帰国旅費

と支給する。争議中の手当として世倍持15円，独身者

7 l'lを支給すろ。争議’Iしlllと＇て 49i円を・芝給」 1る

ことが含まれている。

（注40) 末弘厳太郎『労働止のい・八し』 礼洋t1 1i{｛ 

和22年 44-46ベージ参照。

（注41) 加藤た延『r_;ア］）人1-lt方慟）j』YMCA

出版 昭和45年 238ページ参照。「賃金労働者の基本

打令部分は，熟紬度を寸，？識に！た各地位別jl'ーそれ，： ＂jし

iiと低賃金＝初任給と最麻賃金＝最終賃金が決定せられ

わり，また餃低賃金から最蒻賃金にいたるまて，；）年

間定期外給額も非弾力的に固定されている (salary

timescale評者 J.）のい勤砒年限か長く坂高賃金に

挽近するのに比例して某本貨金の定期昇給額は本；→な

心とい），I,1．異なものてある。その場臼にことに留意せ

ねばな I‘,t（いIll.hりは，瑚＇，錬度を椋識只した『地位』と

ゥ］働者の個別の某本賃金が硬直的にリンクされている

-―しでもる。ぞれはとりもだわさずtt金が『地位』ご
とに個々に確定されていることであり，また賃金が『地

{、ク』ごと：こ月鎖的に完糾しているこどを意味する。『地

位』別賃金が個々に封鎮的に完結することは，それぞ

ilし’'）『地位』に規定内れた労働者かいかに｛慶れた!I．産

効呆をあげても，あるいはどんなに優秀な資質を発揮

1こも，叫該体系に規制，拘束さがてより上級の『地

位』に格付けされることがない。……この賃金が身分

;1,:lllりなもし）であることを示す。・・・・…悩々の力働者の職

務がそれぞれの『地位』に内包されていることは，．．．．．．

ll,',l々 のパ・・瓜努力む一切か貨金に少しも反映されないと

の理由から『職務給』的性質をもつものといえる」。
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（注42) ス i中の労！’i,h者の生記保障の｝めに， 1950

平労使関係法冬 102条Iこi:t次のような規定ぶある。労

慟争議遂行のために労慟者が違法てないストライキを

寸なし、，その予議が仲校＇）ため:--99炉判刊．JI記こY，れて

いるとぎ，審判所はストライキ中の賃金のかわりに，

F均t［金の 4,；j‘, 3を-―えない1限：文で涸‘,．IL考え；：，恨

耕＇（j (remunoration)の支払を命ずることができる。

（注43) 小均い友「月、（＇］）自 rI: I三‘i」(『)．rf協会り1，山』

86巻9号昭和44年9月） 1046ヘージ。

（注44) Wedderburn, K. W., The TVorker and 

the La,c, Penguin Books, 1965, p. 51. 

下井隆史「使用者の労働受領義務」（『柑佑大論街』 20

& 4''、： ！附和n:112月） 118ペー，・ O 

（注45) この法は1963年全面改正されたか， 1877年

寺定；丈＇去 21伶 hは新，I,り14条1l)'，1―相,,'，＇，そ (l・，1’l容

1よい］じである。出事者のf.11人的狩格や紅思に抜づく Jだ

、')や，-_，］契約］！IU'!か L・，平［定版（」．，，強tiこ、ぎなし、J四均

に対 1こば， 表し1:I所に卜，）強行，べれなし、甘と定め、 I.ヽ

る。

（注46) 解，1-＇如杓 J,J)＇，'，，判決・,,,',、とダ':もク） ,J-:Iて

Dr. S. Dutt v. University of Delh;. A. I. R. 1958 

S. C. 1050ヵぁ 7。Kothari,c;. L., J.a'・our I.aw 

& Practice in India, Bombay, N. M. Tripathi, 1964, 

pp. 731 -734. 

（注47〉 こ 定義は滋llされに1929釘，グ鴻争話(},2 

条(j)をうけついている。 1929年法の定義はイキリスの

1919'年 IndustrialCourt Act 8条をそ')iまJil,.9ーこ

いる。ただ労｛動争議をイギリスの場合にl;I:trade dis― 

pute,0 ¥,って I_'ごのに対：，イ． 1の域合,:は inclt1s-

trial disputeと＼、っている。 Rustamji,R. F., oた

cit., JJ!L 243-241; Srivastava, K !)_, oj,. 6t., p. 204. 

（注48) Central Provinces Transport Services 

Ltd. v. Raghn Nath Gopal Patwardhan, 1956 S. C. 

R. 95氏A.I. R. 1956 S. C. lo.1. Malhotra, op. cit., 

pp. 85-95. 

儘 49) Aggarwal, of>. dt., pp. 98ー 102.

（注50) The Industrial Employment (Standmg 

Orders) Central Rules, 1946, Schedule l. •'.'j• 慟省労働

統，；t,；，［［局，！J、'，＇9.国会図内館調在ド法主九＇，｝編-'(/

ド労慟法今集』 1且会図僭館 昭和35年。

（注51) Srivaヽtava, K. D., J)isciplinary 八(li09l

Against Employees in Private Sector and Its Rem・

cdies, Lucknow、EasternBook Company, 1り66,

pp. 372ー374.

U1 52) Arya, op.（へit.,p. 42. 

（注53) Srivastava, S. C., "The Problem of Sub-

sis ting Employer-Workman Relationship During 

Lock-Out in India," Review of Comtemporar..)' 

Law, vol. 14, No. l, 1967, p, 93. 

（注54) 座談会「労働基準法の現状と問題点」（『日

木労例協会雑乱』 136り 昭和45年 7 月） 34ぺ—ージ。

（注55) 下山買し・一「DomesticTribunalにおける

Natural Justiceの原則」（『大阪市立大学法学雑説、 7

在4り』 昭和36年3)1)29ー 45ページ。

（注56) 1950年労使関係法案121号はこのことを明

文て規定してし・る。 「3カ月以_I備．継続して使／ij者に罪

用されている被用者は，規定された方法で，被用者に

関し―こ行なオ）れる処分口対する坪由を明示する合理的

な機会を与えられないかぎり，いかなる非行を理巾と

す巧解術はぶとめられだい」，

(i]57) 1ふぶ所に1関係ある登録労伯糾合 (f-1'.用者に

よって承認されている必要はない）の役員であって，

ぞt，ために設けられた政府の規且IJInrlustrial Disputes 

(Central) Rules, 1957, 61条に従ってその地位を承認

t 1 ！る者を 1ゞ‘―‘。

（l.158) Arya, op. cit., p. 15. 

（汀59) 現在インドでは不当労慟行1'-，は判例決上確

立しこし、る。 IndianLaw Institute ed., Labour Law 

and Labour Relations, Bombay, N. M. Tripathi, 

1968, pp. 586-----609. 

1947年労働組合（作正）法では，承認労慟組合 (recog-

nized union),・））不当り為 (unfairpractices), i•!:Ill 者

ゾり不当行為が規定されている。この修正法はいまなお

丈施されていたい。 1958年の産業規往要綱においても

労咆八＇方の不＇i労慟汀為を芽！―「いそ。 1:1 法の中 r• は，

寸．ンペイ労使関係法 101条が使用者の不当労働行為を

漿 t:-cいな1969年に報告言 (Reportof the Nation-

al Commission on Labour)をだした労慟審議会は，

労伽裁判所が竹籾権をもつ不J1労働行為；！』度を設ける

提案とだしている。州法の中に不当労聞行為を規定し

ー一いるものがある。 BombayIndustrial Relations 

Act, 1946, § 101, lOG. C. P. and Berar Industrial 

Disputes Settlement, 1947, § 42, 47. Kerala Indus-

trial Relations Bill, 1959, § 29. Madhya Pradesh 

Industrial Relations Act, 1960, § 83, 86. 

(iJ60) 裁定が憲快I:の某本的人惰-0)規定に肉反し
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て'V-＇シ！合に，:,＇板包， 32条に．｝，蚊翡拭判所，226条に
より麻筈故判所に救済を求めることがで丹る。土の他

に最，i,’」蚊判Fり：― l•• も·. I る場合'.:, lf1，圃凡判所か白己

j)裁城によ')，判決，審判，決定， ‘L(1怜または命令;.-.

対し 1,1•Vi) ［1, ，)特妙';'fif(special leave)を仔パ＿’：,J: 

ぎである。（憲法136条）

(.，「61) Rustamji, op. cit., l'・ 617. 

C 62) Arya, op. cit., p. 17.反対J).l.＇［駕にた J も
J)は AlfredAvins, op. cit., p. 466. 

(, l 63) AItred AVIn、,op. （it, p. 4,.）2 
(il:64) Match well Electricals (India) Ltd.,,. 

Chief Commisヽionerof Delhi, 1962 IL. L. J. ;i45. 

（注65) Alfred Avins, op. cit., p. 467. 

（・Hifi) Buckingham & Camatic Mills Co. Ltd. 

v. Their Workmen, A. I. R.1953 S. C. 47. Kalinch 

v. Tata Locomotive & Engineering Co. Ltd. 1960 

III S. C. R. 407. 

（注67) Burv & Co. v. Their Workmen, A. l. 

R. l %9 S. C. 529. I. M. H. Press 1・. Additional 

Industrial Tribunal, 19 F. J. R. 225. 

（▲ 1 68) M(）clcl Mll、Ltd.v. Dhararndas, A. l. 
R. 1958 S. C. :lll. Bata Shoe Co. (P.) Ltd. v. D 

N. Canguly a叫 others,20 J・‘.]． R. 9l. 

(ii fi9) Alfred Avins, op. cit., p. 462. 

(iUO) Arya, op. cit., pp. 1:-l-14. 

VII 

以上において，

!，‘ ,,・o 

11) 

結

インドのストライキ，

生じる法律閻題につし、て論してきた：7）であ心か

まとめとして次のことがいえるのではないだろう

インドの労使関係に関する法の基本的枠糾

よイデリスから輸入され，

文氏
mn 

そこから

しがも独立以前にでき

あがっていたが，直要なことは，その当時でもイ

ギリ、I， ；り法制度が必ずしもイ V ドの労働問閣，労

使紛争解決の効果的手段ではないことが自覚され

ていにことてふる。

所，全国審判所という争鏃調整制度）がつくられた。

それは先進国と比較ずると，

たしていないかもしれないが，労使紛争解決の公

的機関とし〈イギリ勺から輸入された制度と比べ

れば，ずっとその機能を果たしている。

ストライキグ）法律問題はこり争議調整機関(3) 

の裁定，裁判所の判決をとおして発展させられた。

そこでは本論で詳扉したとおり，

るストライキ理論 (1971年のイギリフ、の労使関係法

実施以前にかぎる）とはかなりちがっにものが形成

されている，それらはストつィキと府用喫約の関

係，

法的処理の間題によくあらわれている。

では重要な問題であった民刑事免責がインドでは

ぁ;tり意味を持っア、ーし、なし、、ことにも注意か払われ

るべきである。

(4 1 

Punjab National Bank Caseの最高裁の判示に

みられるように，

以上に，

ている。

，
 
L
J
 

まだ十分な機能を果

イギ、リスにおけ

ストライキ期間中の貨金，解雇や懲戒処分の

＇（キさリス

争議f—段についてみても，

そして，

坐込みに関する

ストライキが単なる労務不提供

ある程度の使用者の物権侵牢が許容され

その綸理が従業員組織の怯理論に

立脚している点が注急される。 しかしなぜ日本と

イ：ドのストライキの法理論炉類似してしるかと

いう点については，本稿は不十分であり，

来(})課題としなければならない。

なお将

今後インドの労

慟組合，労使関係の実態の解明に努めつつ，

（東），9人学人守屯虹よ学改冶学研

スト

ラ（ヤの法理論の仕会的背はをさくりたいと思っ

ている。

i 1) 

(2) てこー 1＇ンド (j)労使紛争解決（りために， イ

ギリスにはない制度（たとえは労働裁判所，産業審判
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